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東南アジアの農業開発 と日本の援助

恩 田 莱

1966年のわが国の低開発国援助の総額は, 5億 3,800万 ドルであったが,アジア諸国に対す

る援助は 3億 8,480万 ドルで, 援助総額の 71パーセン トを占めた｡その うち,いわゆる東南ア

ジア9カ国 (タイ, ビルマ,ラオス,カンボジア,ベ トナム,マレ-シ7,シソガポ-ル,フ

ィリピンおよびイン ドネシア)に対する援助は 1億4,350万 ドルで,援助総額の26･6パ-セン ト

であった｡現在のわが国の援助の重点は,わが国と歴史的な関係の深い韓国および中華民国と

ならんで,東南アジア諸国におかれている｡韓国,中華民国に対しては,援助の量の見地のみ

ならず援助条件の点でも緩和された援助条件の借款を供与 してお り, この点これらの国 々は東

南アジア以上に優遇 されてきたといえる｡東南アジアに対 しても,イン ドネシアに対する借款

と贈与の組合せによる 6,000万 ドルの援助,マレ-シ7, タイに対する中間的な条件の借款等,

次第に条件の緩和が行なわれてきている｡

他方, これを東南アジア諸国側から見ると,これら各国が先進国から受け取る援助総体の約

70パ-セン トは米国の援助により占められている, もっとも,一国ごとに見ると,たとえば ビ

ルマはその援助受取 り総額の約70ノミ-セン トが 日本の援助により占められ,イン ドネシア, フ

ィリピンについても, 日本の援助の占める割合が大 きい｡ しかし,東南アジア諸国全体として

見 ると, 日本の援助はその援助受取 り総額の15パーセン トを占めるにすぎない｡ 日本と米国を

あわせると,東南アジア諸国の援助受取 り総額の90パーセン ト前後を占め, このように2カ国

によりほとんどの援助が供与されていることが, この地域に対する援助の一つの特徴 となって

いる｡東南アジアに援助の重点を置 きはじめたのは1965年 ごろからのことであ り,それ以前に

ついては, この地域に対する援助は,賠償を主 とする戟後処理的性格の援助が多かった｡ しか

し,その賠償の支払い も1966-68年に最高に達 し,その後は漸次減少してゆき,10年以内に終

了する予定 となっている｡ こうい う意味で,東南アジアに対 し,今後いかなる援助を行なって

い くべきかは当然検討されるべき情勢にあった｡ しかし,わが国が1966年 4月東京において,

第 1回東南アジア開発閣僚会議を開催 し, この地域に対する経済協力の促進,地域協力の進展

を図 ってゆ く方向を打ち出した背景には,単に賠供の終了とい うことばか りではな く, インド

ネシア ･マレーシアの対決,ベ トナム戦争,中共問題等 との関連において, この地域の経済開

発はこれら各国の政治的な安定につなが り, これら諸国の政治的安定がひるがえって経済開発

の進展に役立つ とい う国際政治上の考慮がはたらいていた｡また,従来の先進国の低開発国援
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助がアフリカ,中南米およびアジアのインド,パキスタン等に集中していて,特殊な環境にあ

るベ トナムを除けば東南アジアに対する援助はその絶対額においても,国民 1人あた りの受取

り額においてもきわめて小さく,東南アジアはいわば ｢援助の谷間｣ となっていたという事実

があり,さらに,最近東南アジア諸国の間に地域的な連帯感が醸成 され,各国の協力による経

済開発への気運が生まれる素地が存在したことを挙げることができる｡

次に,東南アジア援助における農業開発重視の問題については, 日本はその技術協力の約35

パーセン トを農業開発協力に割いてきた｡資金協力面でも,贈与,借款等のかなりの部門を多

目的ダムの建設,肥料工場の建設など農業関連部門に供与 してきてお り,1965年にはその額は

約 3,400万 ドルにのぼっているo Lかし,わが国は直接農業開発を目的とする資金援助はこれ

まで実施しておらず,米英独仏等の諸国が農業プロパーの資金協力をかなり多額に実施してい

るのにくらべ,わが国の農業援助はかなり見劣 りがする｡ これはわが国の国内金利が高いので,

農業開発のように大きな収益性が期待できない事業に対する援助が行ないにくいためであるが,

今後は,単に技術協力ばか りでなく,資金協力をも組み合わせた形での農業援助が必要である｡

また,東南アジアにおいて農業開発に重点を置 くこと自体についても,例えば東南アジア開

発閣僚会議において一部の国の代表が述べたごとく, 日本が東南アジア諸国を農業段階にとど

めてお くことを欲しているのではないかという不当な疑惑を持たせる危険性 もある｡従って援

助を実施するに当たっては, 日本としても充分慎重にとり進める必要があろう｡また,東南ア

ジアにおける農業開発において,食糧生産にのみ重点をおかず,稲作とならんで換金作物の栽

培にある程度のウェイ トを置 くべきではないかという考慮 も必要と考えられる｡

さらに,今後東南アジア援助を進めてい くに当た り,問題 と思われる諸点としては,次のよ

うなものがある｡第 1は,農業開発を単に農業生産の増大 という単純に技術的な見地からのみ

考えずに,農民生活の向上,農村社会の進歩発展 という広い社会的文化的見地からも考えてい

く必要があるのではないかという問題である｡第 2は,低開発国に対するわが国の経済協力に

おいて,地域協力が強調されているが,農業開発の分野においては地域協力はどの程度可能で

あろうかという問題である｡ フィリピンにおける IRRI(InternationalRiceResearch Insti-

tute) のごとき純粋の研究機関の場合においてさえも,地域各国の共同の作業を必要とする地

域協力に関しては種々の問題があることが指摘されているように, この分野では地域協力の実

現に困難があるのではなかろうか｡

第 3に,援助量が増大 してい くに従い,国民の対外援助に対する支持を得るためには,援助

効果 という問題を相当真剣に検討しつつ援助を行なう必要があるということである｡
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